
平成２９年度 第２回福祉・住宅連携会議

「ともに活かし、ともにいきる」

■主催 ：福島県/ 福島県居住支援協議会
■共催 ：福島県社会福祉協議会/（公社）福島県宅地建物取引業協会/（公社）全日本不動産協会福島県本部 / 福島県賃貸住宅経営者協会 /

いわき賃貸住宅経営者協会
■お申し込み・お問い合せ／事務局 福島県居住支援協議会（福島県耐震化・リフォーム等推進協議会）

〒960-8061福島市五月町4-25 TEL.024-563-6213 FAX.024-529-5274

平成２７年度の国勢調査によれば、本県の高齢者のみの世帯は151千世帯に上ります。さらに、
少子高齢化の進行や震災関連死・孤独死の増加等が注目される中で、高齢者や障がい者、子育て
家庭などの方々が、住み慣れた地域の中で、安心して住み続けることができる環境づくりが求め
られています。そのためには官民の福祉・住宅分野の相互連携が不可欠です。
協議会では、従前より福祉と住宅の連携を図るため連絡会議やセミナーを開催してきました。

今回は、今秋に施行される改正住宅セーフティネット法も踏まえ、住宅確保要配慮者※の安定居住
に向けた今後の支援のあり方について、行政機関及び福祉、住宅関連の団体、県民の皆様と共に
考える機会として、下記により標記会議セミナーを開催いたします。是非、ご参加ください。

※高齢者、低額所得者、子育て世帯、障がい者、被災者等の住宅の確保に特に配慮を要する者

日時 平成29年11月22日（水）午後1時30分～

場所
福島市「コラッセふくしま」4F多目的ホール
〒960-8053 福島市三河南町1番20号
☎024-525-4089

講演 午後1時30分～午後3時20分

「地域福祉で活きる改正住宅セーフティネット法」
白川 泰之氏（東北大学 公共政策大学院 教授）

「地域包括ケアシステム構築をめざした福祉と住宅の連携」
～大牟田市居住支援協議会の取り組みと居住支援のあり方～
牧嶋 誠吾氏（地方独立行政法人大牟田市立病院 地域医療連携室次長兼総務課参事）

「後見制度と不動産、居住支援活動との関連性について」
西澤 希和子氏（株式会社 あんど 代表取締役）

鼎談 午後3時30分～午後4時

コーディネーター｜白川 泰之氏（東北大学 公共政策大学院 教授）

鼎談者｜牧嶋 誠吾氏
（地方独立行政法人大牟田市立病院 地域医療連携室次長兼総務課参事）

｜西澤 希和子氏（株式会社 あんど 代表取締役）

申込方法 電話または裏面のFAX申込書でお申込みください。

無料
定員
280名



講演者・コーディネーター

東北大学 公共政策大学院 教授 白川 泰之 氏
【経歴】平成7年に旧・厚生省に入省
老人保健福祉局 企画課/三条市役所 健康福祉課長補佐（介護保険準備班）
大分県庁高齢者福祉課長/厚生労働省 社会・援護局 援護課長補佐 などを経て
新潟大学 法学部 准教授/医療経済研究機構 研究主幹/平成27年8月より現職。
【著書】「空き家と生活支援でつくる「地域善隣事業」

－「住まい」と連動した地域包括ケア－（中央法規出版）

講演者・鼎談者

地方独立行政法人大牟田市立病院

地域医療連携室次長兼総務課参事（前大牟田市建築住宅課長） 牧嶋 誠吾 氏
【経歴】平成04年／民間企業を経て、大牟田市役所入庁（建築住宅課に配属）
平成18年／大牟田市保健福祉部長寿社会推進課[地域密着型サービス（小規模多
機能型居宅介護）の推進を担当]平成22年／大牟田市地域包括支援センター（主査）
[地域包括ケアの推進を担当]平成23年／大牟田市都市整備部建築住宅課（課長）
[官民協働による大牟田市居住支援協議会を設立し民間住宅の空き家対策に取り組む]

株式会社 あんど 代表取締役 西澤 希和子 氏
（一社）全国住宅産業協会（略称：全住協）新規事業委員会副委員長
後見人制度不動産部会委員長
北海道本別町 居住支援協議会 オブザーバー（全住協にて参加）
【経歴】平成０８年／株式会社 山盛 取締役就任［不動産業・建設業・介護事業・飲食
業・損害保険代理店・更生保護協議会協力雇用主］ 平成２９年／株式会社 あんど
代表取締役就任（共同代表 友野剛行）［家賃保証業・不動産業・損害保険代理店・
生活サポート業］

申込締切日／平成29年11月14日（火）

FAX申込書
※必要事項をご記入の上、下記FAX番号にお送りください。複数のお申込みの場合は、代表者名を記載し、合計人数をご記入ください。
※受講票は発行致しませんので、直接会場にお越しください。（近隣有料駐車場をご利用ください）
※お知らせいただいた個人情報は、今回の会議および、ご案内にのみ使用し、それ以外の目的で使用することはございません。

お名前［代表者名］ 人数
名

ご所属 電話番号［代表者］

－ －

✔印を付けてください。
□行政機関［福祉部門］ □行政機関［建築部門］ □福祉事業者 □住宅事業者 □不動産事業者
□支援団体［ＮＰＯ等］ □他［ ］

送信先 ＦＡＸ.０２４-５２９-５２７４


